Eine Vorstellung vom "Grundziel" der Wirtschaftspolitik by 小原 久治
経済政策の「基本目的」について
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この小論は，経済政策の「基本目的」， あるいはその「本質目的」がし、かな
る概念をもっているか，について考察することを目的としているO
経済政策の目的論は，これまでに多くの論者によって論究されているO とり
わけ，私の知る限りでは， Th.P泊tz,G. Myrdal, H.-J. Seraphim, G. J. Stigler, 
K. E. Boulding, F. Tuchtfeldt, W.乱1einhold,H. Giersch, T. W. Hutchison, 
H. Ohm, G. Gafgen, ＼町.A. Jるhr,H. W. Singer, K. Schillerなどの著作やこ
れらの著作に引用されている多くの論者によって論究されているO
(1) Pitz, Th., Theorie der allgemeinen Wirtschaftspolitik und lヰri rtschaftslenkung, 
1948, 4. Kap., s. 75-121; Ders., Grundlagen der theoretischen Wirtschaβspolitik, 
1971, 5. Kap., s. 37ー 77.Myrdal, G., The Political Element in the Development 
of Economic Theory, 1953；山田雄三訳， 『経済学説と政治的要素』，昭和47年。
Seraphim, H.-J., Theorie der allgemeinen Volkswirtschaftspolitik, 1955, VIERTER 
TEIL B., SS. 222ー 268.Stigler, G. ]., The Goals of Economic Policy, 1958. Boul-
ding, K. E., The Princiρles of Economic Policy, 1958, Chap. 2-4, pp. 21-130; 
内田忠夫監訳，『経済政策の原理』，昭和35年，第2-4章， 22-122頁。 Tuchtfeldt,
R，”Wirtschaftspolitik und Verbande", Hamburger Jahrb. f. Wirtschaβs-u. 
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「経済政策の目的」が従来からどのように議論されているかということは重
要なことである。「政策目的がより野心的に複雑かつ総合的になるにしたがし、，
論理的に必要な価値前提もまた複雑かつ総合的にならなければならなど」か
ら，ますます複雑かつ総合さを増してくる政策目的の発展を辿ることは必要で
ある。また，政策目的を十分に明らかにすることは， 「仮説的にまたは直接の
勧告として政策を論議したり，政策的結論を提言したりするにあたって」重要
なことであるO さらにまた，政策目的，政策目標，「願望された結果」（desired
outcomes）などといわれていることが，究極目的（Endzweck）や本質目的
(Wesensziel）を意味するのか，あるいは，たんに次位目的を意味するのかど
うか，およびどの程度までそのようなことを意味するのか，ということについ
Gesellschaftspolitik, 1. Jahr, 1956, s. 72-84; Ders., Zielρrobleme in der modernen 
1Virtschaftspolitik, 1971, s. 3-32. Meinhold, W., Volkswirtschaftspolitik. TEIL 1 
Theoretische Grundlagen der allgemeinen Wirtschaftspolitik, 1955, IT. Kap. A, 
s. 37-52. Giersch, H.，後掲書。 Hutchison,T. vV.，後掲書。 Ohm,H., Allgemeine 
Volks切 irtschaftspolitik,Bd. 1 Systematisc/;-theoretische Grundlagen, 2. Auflage, 
1965, s. 62-88. Gafgen, G. (hrsg.), Grundlagen der Wirtschaβspolitik, 1966, s 
76-85; Vers., 
I., Jurgensen, H., Rose, K. (hrsg.), Kompendium der Volkswirtschaftslehre, Bd. 
2, 1968, SS. 117-204.この Gafgenと次の Schillerの論文は， Freiburg大学国民経済
図書室蔵書から複写したものである。 Jりhr,W. A. und Si1~ger, H. W., Die National-
0・konomieim Dienste der Wirtschaβspolitiム1957,4. Kap・， s. 27-36. Schiller, 
K., ,,WirtschaftspolitikぺHandworterbuchder Sozialwissenschaβen, Bd. 12, 1965, 
SS. 210-229.その他に多数のものがある。例えば，次のものがある。 Kleinhenz,G., 
,,Theoretische Grundlagen der allgemeinen Wirtschaftspolitik“， Schmollers Jahrbuch 
f. Wirtschafts-u. Sozialwissenschαft, Bd. 91, 1971, s. 64-81. Levin, ］.，“The 
Role of Fiscal Action in the Pursuit of Macro-economic Objectives，’ Public Fi-
nance, Vol. 26, 1971, pp. 573--585. Peston, M. H.，“Tee Correlation between Targets 
and Instruments’＇， Economica, Vol. 39, 1972, pp. 427-431. 
(2）一（4) Hutchison,T. W.，後掲書， p.124；訳書 217頁。 ここでは，必すやしも翻訳占
の訳文を用いていない。
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ては，特に経済学者が定式化し，擁護してきた政策目的を歴史的に展望するな
らば，ある大体の方向と優先順位とは一般に識別されるが，その細部なことと
その定義については，極めてあいまいであることがうかがわれる。それだけに，
経済政策の担い手の実践的経済政策の目的よりもむしろ政策目的に関する経済
学者たちの理念を明らかにすることこそ重要であり，役に立つことであると考
える。この点については，すでに，例えば， H.Gierschはその著， Allgemeine
Wirtschaβspolitik-Grundlagen-, 1960，第2章，において「社会政策お
よび経済政策の諸目的」（Zieleder Gesellschafts-und Wirtschaftspolitik) (s. 
59-95.）を論じているし， T.W. Hutchisonもその著，‘Positive’Economics
and Folz・cyObjectives, 1964，第3章， pp.121-187；長守善監訳，『経済政
策の目的』，昭和46年，において「経済政策の目的： 1つの歴史的展望」（THE
OBJECTIVES OF ECONOMIC POLICIES : A HISTORICAL REVIE＼可〉
を論じているので，経済政策の目的に関する歴史的展望は，小論では，割愛せ
ざるを得ないが，それらの著作にもっと多くのことを学ばなければならないこ
とを痛感しているO
小論は，経済政策の諸目的の中から経済政策の「基本目的」（，Grundziel‘der
Wirtschaftspolitik）を取り上げ，その概念について考察しさらに，それに関
連した1つの問題点について考察することを主眼としているO
Il 経済の本質と経済政策の単一の目的
T. W. Hutchisonは，その著， ＇Positive’Economicsand Policy Objectives, 
1964, Chap. 4, (1), pp. 158--170，において，「『厚生』分析と政策目的」〈‘Wel-
fare' Analysis and Policy Objectives）について論及している。それによれば，
「経済政策の原理は『厚生経済学』として知られる主題の分野で、正式に取り扱
われているO 『厚生』経済学者たち，ことに純粋理論家たちが中心としてきた
単一の政策目的は， 『経済的厚生』の極大またはその最適として定式化されて
きているO これは，一元論的かまたはせいぜ、い二元論的な定式化であって，
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『極大厚生』を唯一の総体的目的または基準として，国民所得の大きさおよび
その分配という 2つの分離できるかどうか疑わしい下位目的に依存するO 『厚
生のその他の諸側面』一一一『経済的厚生』以外の一一ーは一般に『経済的厚生』
の変化によってなんら影響を受けないか，少なくとも不利な影響を受けないと
仮定されている。」このように， 経済外的厚生以外の側面は概して考慮されて
いないことがうかがわれるO また， Hutchisonの所説によれば，旧来の厚生経
済学者たちは，経済政策の目的に関する論説がどの程度価値判断をもっている
であろうかとしづ問題については考察していないことがうかがわれるO これに
反して，現代の厚生経済学者たちは， H.Ohmの所説によれば，社会的効用の
極大を保証するような「最も合目的的な交換組織や生産組織を構成するための
諸条件に関する一つの命題が経済理論の諸命題および諸認識を目的論的意味に
おいて（imteleologischen Sinne）変形させ，修正させる」 （傍点部分は原文
では斜字体である。〉 ことによって， 経済的に望ましいものを価値判断を排除
しながら決定しようとしているO
このような経済政策の目的に関する紋述は，いわば価値中立的な絞述であ
るO しかしこのような紋述とは異なり，価値判断排除の原則を意識的に忌み
避ける場合には，経済政策の最上位の客観的に拘束された目的は，経済の「本
質」（，Wesen‘derWirtschaft），あるいは，経済の「普遍的な意味」（，unwandel-
bare Sinn‘der Wirtschaft) から導びかれるとし、う所説がある。 このような
(5) Hutchison, T. W., op. cit., p. 159；訳書， 247頁。
(6) Ohm, H., a. a. 0., s. 29. Ohm, H., a. a. 0., 4. verb. und erganzte Auflage, 1972, 
では， s.35になる。
(7) Pitz, Th., Theorie der allgemeinen Wirtschaftspolitik und Iヰrirtschaftslenkung, 
1948, s. 46, にその意味の鍍述がある。すなわち， 「経済学的な考察は国民経済に
内在する究極目的（Endzweck）の 1つを非常によく示すことができるしこの存在当
為的な究極目的から経済生活もその正当性を判断することができる。 Daskann sie 
deshalb, weil die Wirtschaft Geschるpfdes Menschen und deshalb durchschaubar, 
verstehbar ist, und weil unabhangig von den vielfaltigen geschichtlichen Formen 
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所説には，例えば， Th.PutzのものがあるO Putzによれば，「経済政策のため
の学問の最もむつかしく最も優れた成果」は， 「国民経済の本源的な目的」
( ursprtingliche Ziel der V olkswirtschaft）とこれから導びかれた「国民経済
的目的」 ( volkswirtschaftliche Ziel）と「経済外的目的設定と本源的な国民経
済の目的およびこれから導びかれた国民経済の目的との両立性」を決定する
ところに存在するO Putzは， その本源的な目的を経済政策の「本質目的」
CW esensziel）と名づけるOなぜならば，経済政策はいつの時代にも「経済の普遍
的な意味や経済に固有な究極目的，すなわち，経済それ自体の本質の中に存在
する究極目的を実現させよう」と努めなければならないからである。しかし
Putzが分配の公正とし、う公準とも論理的に結びつけるものを「身体的存在の
保証と.Gemeinschaft に対する共同生活の形成に比例する文化の発展の促進」
として定義する国民福祉（Volkswohlstand）の目的は，経済の本質の中にこそ
存在する。
国民福祉について論じることは合目的的ではないと考えている論者は，例え
ば， H.-J. SeraphimであるO しかし人間は，生存の安全性を追求し， この
生存の安全性と人間の欲求およびその充足の可能性とを一致させようとすると
いう Seraphimの見解L 経済の本質的目的とみなすことができると考える。
このように，経済政策の単一の目的が経済行為の目的から導びかれるであろ
うということは，例えば， R.Krugerも議論しているO Krugerは，その著，
Das wirtschaftspolitische Instrumentarium, 1967，において，経済行為の目的
は財の稀少性とし、う状態をできる限り広範囲にわたって克服することであろう
der Wirtschaftsgestaltung auch der unwandelbare Sinn aler Wirtschaft objektiv 
aufge～Niese口、,verdenkann.」
(8）一位，） Piltz, Th., a. a. 0., s. 52. 
仕掛 Piltz, Th., a. a. 0., s. 78. 
(14) Putz, Th., a. a. 0., s. 85. 
(15) Piltz, Th., a. a. 0., s. 84. 
(tG) Seraphim, H.ーJ,a. a. 0., s. 339. 
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とL、う考え方にもとづいて議論しているO Krugerは，「実践的経済政策は純粋
の経済学的動機からたんに経済行為に影響を及ぼすものであるにすぎない」と
考えているから， Krugerは経済行為の目的から経済政策の目的は「経済的厚
生ないし経済的福祉の増大を促進すること」に存在するとし、う結論を導びいて
いる。この場合， Krugerは厚生ないし福祉（Wohlstand）とし、う概念を財の
稀少性にもとづく財の不足を克服することであると解釈しているO この点につ
いて， Krugerは次のように考えるO 「今日最も広範な諸領域の価値観念の中で
経済的厚生ないし福祉とその増大および安全は，人間行動の最上位の目的の下
では，無造作に秩序づけられ，追求されるであろう」から，厚生ないし福祉と
いう目的は経済主体が認識することのできる意思から導びかれるであろうと
Krugerは考える。
このような考え方が，どういうものであるか，また，どういうものであるべ
きか，としう問題を解くにあたって，科学的かつ客観的な解明を行なおうとす
れば，それはとうてい不可能なことであるが，経済の本質目的に関して何かを
解明しようとする場合には，そのような問題をどうしても解かなければならな
い。この場合，何よりもまず問題となることは，経済には果たしてその本質目
的が存在するのかどうか，ということであるO 経済にはそのような本質目的が
存在するという点では，さきほどの Seraphimの見解は Putzの見解と一致す
る。なぜ、ならば， Seraphimは M.Weberを引用して，また， Putzはその著，
Theorie der allgemeinen Wirtschαftspolitik und Wirtschaftslenkung、19品、
SS. 84-85，において，科学的かつ一般的に拘束された目的設定は可能である
仰）
と主張する見解をともに否定するからであるO
色町 Kriger, R., a. a. 0., s. 18. 
(18) Kruger, R., a. a. 0., s. 39. 
q日 Kruger,R., a. a. 0., s. 40. 
側 Seraphim,H.ーJ,a. a. 0., s. 238. 
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国 経済政策の「基本目的」に関する1つの問題点
一一経済的目的と経済外的目的との区別について一一
経済政策の最上位の目的を経済の本質から科学的かつ客観的に決定すること
ができない場合には，たとえ経済政策の目的が経済学的に決定される性格のも
のではないとしても， 1つの最上位の目的において一般的に認識された基本目
的や究極目的については考察する必要があるO
経済学の文献では，経済政策の施策が実践される場合には，経済政策の単一
の普遍的な目的を定式化するための特定の考え方が存在している。この点につ
いて，例えば， J.Vinerは次のことを明らかにしているO 「経済理論は，おそ
らく心理的ではないにしても方法論的な制約から，『利得』，『利益』，『発展』，
『所得』などのような厚生の単純かつ同質の量をあらわすものと仮定されてい
る単一の目的で厚生分析を行なおうとする傾向があるO 経済理論は， alaw of 
parsimony によってばかりではなくて， alaw of parsimony of social goalsに
ω 
よって課せられた制約を受け入れる傾向がある。」
この考え方には2つの根拠があると考えられるO この考え方には，一元論的
な目的概念をもつことによって，経済政策の道具箱の中で最上位の目的に関連
して手段的性格だけをもっている多数の目的に階序がつけられるであろうし，
これに関連して目的論的な解明を行なうために必要な広範な分野が開かれるで
加）
あろうという点に， 1つの根拠があると考えられるO
このような単一の政策目的を把握する場合に生じてくる問題点については，
すでに R K凶gerが次のことを明らかにしているO 「経済政策の道具箱（すな
わち，諸手段〉は，経済的な手段論の目的多元性に関する見解がそのままにし
。1) Kriiger, R., a. a. 0., s. 35ー 38.
（~2) Viner, ］.，“International Trade Theory and its Present Day Relevance，’ in Eco-
nomics and Public Policy, 1954, p. 121. 
(23) Kriiger, R., a. a. 0., s. 47-48. 
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ておかれる場合よりも広い観点からもう一度見られるべきものであり，また，
その場合よりも多くのしかも包括的な事態を把握すべきものであるO ……し、わ
ゆるたんなる目的を手段として認識する場合には，その目的を科学的に判断す
るための鍵が存在する。このことは，上位に階序づけられた目的を達成するた
めにはどのような手段が適合しているかによって生じるO 手段の目的整合性に
関する判断は上位に階序づけられた目的を達成するために必要で、あるにすぎな
似）
し、。」
さらに，前述の考え方には，多数の目的概念というものが，唯一の究極目的
にもとづいて周知の「調和＿J(Harmonie）概念を見つけることができるであろ
ω 
うという点に，もう一つの根拠があると考えられるO この場合， 「調和」とい
うのは，ある目的の実現が他の目的の実現に好都合に作用する場合の概念であ
るから，この概念は根本的には多数の目的が同じような目的になるにすぎない
ことをあらわしていると考える。
経済政策の議論にあらわれる多数の目的を， 「調和」させ， 「一致」させる
ような目的の定式化が可能であるかどうか，について考える場合には，経済的
目的と経済外的目的とは区別されるものであるかどうか，ということが問題に
なると考えられるO
この問題について結論を先述すれば，経済的目的と経済外的目的とは区別さ
れる性格のものであると考えられる。なぜならば，経済政策の目的体系の中に
そのような目的を取り入れることによって，経済としづ固有の領域だけに包括
される科学的経済政策ないし学問としての経済政策の対象領域が拡大されると
考えられるからである。
（弘） Kruger, R., a. a. 0., s. 47. 
制例えば， Pitz,Th., a. a. 0., 1948, s. 19, s. 80, s. 87. 「調和」概念については，
例えば， W.A. Jahrの見解がある。しかしここではその説明を割愛している。
Jるhr,W. A., ,,Das Problem der Wirtschaftsordnung", in lndividuum und Gemein-
schaβ，1949, SS. 236ー 248.
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これに対して，例えば， W.A. Jぬrと H.W. Singerは次のように述べて
いるO 「経済の課題がもっぱら福祉の向上にあることを認める経済学者たちも
経済生活を形成する場合に有意義である他の目的もやはり存在することを通
常認めるO しかし，経済学者たちは福祉を『経済外的なもの』 （”auβerwirt-
schaftlich“〉とみなし その取扱いを国民経済学の課題から区別し，福祉が社
会学者や政策の担い手の事物対象であるという考え方にもとづいて，福祉を把
的
握しようとする。」また， Krugerの表現を借りれば， 「経済政策の 1つの経済
的目的に名称をつけることは，可能であり， （実際的に〉合目的的であると考
える論者に同意しなければならなし、。それによって，経済政策を用いて追求さ
れる経済外的目的設定それ自体は，部門諸学科の諸研究を通じて経済政策に固
的
く結びつけられる」ことになる。さらにまた，そのような目的は， H.Ohmに
よれば， 「『経済的なもの』 （”。konomisch“〉 として特徴づけられ，経済とい
う文化領域の中に存在する」（傍点部分は原文では斜字体である。〉と考えられ
ている。
Th. Putzは目的論について一元論的な考え方をもっているが，その一元論
的目的概念にもかかわらず，経済政策は，その目的を決定する場合には，国家
が設定するありとあらゆる政策目的から生じるものであり，従って，経済政策
は国民生活や国家の活動のすべての非経済的な領域の中に波及していかなけれ
例
ばならないとしづ見解を示している。この場合には， Putzは，経済政策とい
うものはありとあらゆる政策の目的設定の中に含められると考えているように
思われるO しかし， Putzが「経済政策者に課せられた一般国家の政策のすべて
の目的ではなくて，すでに経済政策の目的としても転用される」ことに限定す
帥 Jるhr,W. A. und Singer, H. W., a. a. 0., s. 147. 
仰 Kruger,R., a. a. 0., s. 30. 
邸~ Ohm, H., a. a. 0., s. 58. 
(29) Piitz, Th., a. a. 0., s. 19. 
側 Piitz, Th., a. a. 0., s. 19.この考え方にl部分類似したものは s.84, s. 93にもみ
られる。
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るならば，経済政策の目的を決定することはむしろ経済的な所与性（Gegeben-
heiten）によって限定されるであろうと思われる。従って，経済政策の目的は，
Putzにとっては，経済的手段を実現させるために必要なそれぞれの政策目的
ではなくて， 1つの経済政策の目的であるO この 1つの政策目的がこれに対応
する特定の経済的目的設定を導びくかどうかは，経済的な諸見解によって左右
されることになるO Putzが経済的目的と経済外的目的とを区別するというこ
とは，次の場合に明らかになることであるO Putzが「経済外的な目的設定と
本源的な国民経済の諸目的とこれから導ひ、かれた国民経済の諸目的とを一致さ
せる」とし、う問題を提出する場合には，あるいは， Putzが経済は国民福祉
とし、う最上位の目的をもった 1つの固有の価値を有する文化領域（eineigen-
wertiger Kulturbereich）であると考える場合には，経済的目的と経済外的目
的との区別はやはり一段と明らかになることである。
経済それ自体は 1つの固有の目的をもっているということを Putzは主張し
ているが，この点については， Putzは，経済は手段に関する 1つの構成物で
あるにすぎないしその目的は経済外的な性格をもっているから，経済的目的
と経済外的目的とを区別することは誤まりであるとか，あるいは，少なくとも
不必要であるとしづ経済学者たちの主張とは逆のことを考えているわけで、あ
るO この点について，例えば， JahrとSingerは次の例をあげている。 「経済
は欲求充足の調達に役立ついろいろな人間行動で、あるが，欲求充足は人間によ
って立てられた目的の実現化以外の何物でもなし、。この目的は，その実現化を
準備するところにつくられるから，経済の領域以外にも存在するO 経済的目的
と経済的目的との区別は，すべての経済外的な性格をもつから，根拠のない議
側
論であろう。」
このような論争問題において両者の中間の立場をとっているのは， Seraphim
(31) Pitz, Th., a. a. 0., s. 86. 
(321 Pitz, Th., a. a. 0., s. 86. 
(3) Jahr, W. A. und Singer, H. W., a. a. 0., s. 147. 
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と Ohmの議論であるO Seraphimと Ohmはともに，経済的目的と経済外的
目的との区別を推挙するが，経済政策の経済的目的設定ということは，経済的
目的に関して上位に階序された目的が，しかも，経済外的性格をもっている目
的が，たんなる性段の性格をもっているにすぎないことであると認めているO
Ohmは次のように議論するO 「経済行為とこの行為を用いて追求された目
的は，人間存在の自己目的ではなくて，手段的性格をもっているということを
我々は認めるであろう。従って，我々は経済行為の目的はどれか上位に階序さ
れた目的に対して優位な目的（Vorziele）であるという命題を認容するであろ
う。しかし，このように認容したからといって，経済政策の目的設定から経済
外的目的設定が生じるであろうということはし、えなし、。むしろ，我々の解釈に
よれば，それによって経済政策の目的設定の経済的性格を何物も変えられない
闘
のである。」 （傍点部分は原文では斜字体である。〉
さらに， Seraphimは次のように考えるO 「経済的な諸目的とこれに対応す
る経済的諸欲求はたんに下位の諸目的として存在しているにすぎなし、。下位の
諸目的は常に個人と創造物の存在を保証するとし、う最上位の不安定な経済的目
似）
的をつくるのに役立つ機能をもっている。」
このような見解が生じてくるのは，目的とこれに関連する手段とを切り離す
ことがむずかしいというところにあるO 目的を政策的に所与として仮定し，ま
た，どの程度ある目的に関する手段がその目的を達成するために役立っている
かを判断することこそこの種の議論の課題であるが，理論的な経済政策にみら
れる周知の目的一手段モデルは諸目的と諸手段との聞の明確な区別が可能であ
ると前提するところから生まれてくるものである。
一般に事物の究極状態や究極目的のみならず，この目的へ到達してし、く過程
も価値をもつものとして評価の対象となるO 他方では，ある目的を実現させる
側 Ohm,H., a. a. 0., s. 59. 
側 Seraphim.H. -]., a. a. 0., s. 249. 
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ためには，他の目的の不変の独立した価値とならんでその目的によって導びか
れた価値を必要とするとしづ怠味の 1つの目的が存在するO この場合，この目
的は1つの優位目的，あるいは，手段をあらわしている。一般に，価値観は変
わらないから，目的は時の経過につれてその固有の価値をもってくるであろう
し，他の目的に適合する手段を変えさせるであろうし，さらに，子段とみなさ
れてきた変数は目的の階序を高めさせたりするであろう。 「従って，目的と手
段はそれを区別する線が永続的に高められたり，低められたりする共通の価値
階序（Werthierarchie）の構成部分として示される。経済はその状態を単純に
(36) 
『所与』 （”gegeben“〉と仮定することはできない。」
このような目的と手段との区別に関する論争については，例えば， G.Gafgen 
は次のように考えるO 「殆どすべての目的は他の目的に対して有益な関係（例
えば，公正（（Gerechtigkeit））としづ社会的価値は人々に社会的満足を与える
1つの分配基準ないし原則であり，他方では，公正は経済的安全をも保証する
というところにその有益な関係をもっている。〉の中に存在するが，次のめ，
b）の場合には， すなわち， a) 手段の役割は極めて漠然としていて未決定な
ことであるから，それについて基本的な判断よりもむしろ先入観の方が存在
する場合には，あるいは， b) ある目的が他の目的に比べればたんに下位の目
的であるにすぎないが，その目的に固有の価値が与えられる場合には， 1つの
目的一一手段それ自体に対比してーーにつし、て妓述することは正しし、ことであ
る。J
以上のことだけからみても，目的と手段とを区別することについては，例え
ば，おhrのように， 目的がたんに手段とみなされることを理解しなければな
らないし，他方では，例えば， Ohmや Seraphimのように，すでに経済的目
的として特徴づけられることを理解しなければならない。
(36) Schiller, K., a. a. 0., s. 65. 
6司 Gafgen,G., a. a. 0., 1968, s. 128. 
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IV む す び
経済政策の単一の目的ということは，概念上経済の本質から導びかれること
であるO しかし，経済政策の多数の諸目的を調和させ，一致させるための目的
の定式化，ことばをかえていえば，経済政策の単一の目的を把握する場合に
は，多くの問題点があるO 例えば，経済政策の経済的目的とその経済外的目的
とは区別することができるかどうか，とし、う問題点があるO 小論は，その区別
が可能であることを考察している。
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